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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、スポンサーシップ契約にかかる関係性に、文化・制度的環境があた
える影響の程度を明らかにすることである。既存研究は、業界や地域文化といった、組織が受ける外的環境の影
響を見過ごしていた。本研究では、定量および定性的分析を実施し、①業界や地域文化といった外的要因にスポ
ンサーシップ契約が影響を受けること、②そうした影響を回避するマネジメント方法を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to determine the extent of the influence of 
cultural and institutional environment on the relationship for sponsorship contracts. Existing 
studies have overlooked the influence of external environment such as industry and local culture on 
organizations. In this study, quantitative and qualitative analyses were conducted to clarify (1) 
the influence of external factors such as industry and local culture on sponsorship contracts, and 
(2) management methods to avoid such influence.

研究分野： スポーツ経営学

キーワード： スポーツスポンサーシップ　文化・制度的環境からの影響　新制度主義

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の分析結果は学術的には、これまで問題と認識されていなかったメゾ要因がスポンサーシップ契約にあた
える影響を明らかにすること自体に意義があるとともに、その問題の解決方法に光を当てたことでスポーツスポ
ンサーシップ契約研究の視野を広げることにつながるものである。また実務的には、スポンサーシップ契約を通
じて受けている親会社からの影響がどのようなものかを明らかにすることで、日本プロサッカーリーグに所属す
るクラブ（以下「Jクラブ」）をそうした影響から解放する道順を示す役割を果たす。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 国内外の研究動向における本研究の位置づ
けは図１の通りである。スポンサーシップ研究
ではこれまで、企業の利害関心にはどのような
ものがあるか、それを踏まえて契約成立・関係
性向上にはどのようなマネジメントが重要か
といった研究があった。スポンサーシップとは
マーケティング活動の一環で、企業ブランドイ
メージや特定製品の認知といった、内的動機に
基づく経済的投資である［1］。しかし既存研究
はミクロレベル分析に偏っていた。 
 
その一方で、一部の例外的な研究では例え

ば、男性スポーツしかスポンサーの対象にしな
いというジェンダー観や、同じ地域の別企業の
スポンサーシップ契約を模倣的に促す企業間競争心の存在など、組織の置かれた文脈―メゾレ
ベルの組織外的要因―がスポンサーシップ契約意思決定に重要だと指摘している［2］。元来、メ
ゾ要因が組織の意思決定に与える影響に着目したのは、社会学の「新制度主義」という立場であ
る。この立場では、ある環境下には「○○することは当然だ」と人々に受け入れさせる文化・制
度的利害関心があり、その影響（圧力）により組織の意思決定が行われると考える。既存研究の
一部はこの立場を踏まえてきたが、それでもなお、研究としては未成熟だった。つまり、あくま
で文化・制度的利害だけに注目してるだけで、このような文化・制度的利害関心が、経済的利害
とどのように相まってスポンサーシップ契約に至るのか、という包括的な視点を欠いていた。 
 
[1] Demir, R., & Söderman, S. (2015). Strategic sponsoring in professional sport: a review and 
conceptualization. European Sport Management Quarterly, 15(3), 271-300. 
[2] Berrett, T. and Slack, T. (1999). An Analysis of the Influence of Competitive and 
Institutional Pressures. Journal of Sport Management, 13(2), pp. 114-138. 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究では、この学術的空白を埋めるべく、スポンサーシップ契約にかかる関係性、とくに契

約の維持期間の長さに対して組織の外的要因がどの程度影響するのかを、J リーグの胸スポンサ
ーの長期的契約という日本特殊的な事例を基に分析する。J1 リーグの胸スポンサーの平均契約
年数は、イギリスプレミアリーグの約 2.5 倍である。その理由として、これら契約期間の長い J1
クラブが、もともとスポンサー企業が長年にわたって所有した企業スポーツだった、という歴史
的・文化的背景がある。当該背景は、他国では例をみない日本特殊的事情であり、文化・制度的
圧力の影響の大きさを予想させる。また、スポンサーシップ契約は通常、スポンサーシップ料の
支払いとその対価をうける形で完結するものであるけれども、J リーグにおいてはそれが発展し
て、胸スポンサーシップ契約をしている会社がクラブの経営にまで影響を及ぼしている。その影
響が J クラブの経営に与える影響はどのようなものか、という点についても明らかにする。 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究を進めるにあたり、以下の３種のデータ収集とデータ分析が具体的な研究作業となる。

データ収集に関し、第一に、財務諸表やマスメディアなど二次資料を用いて、スポンサー組織の
特徴を整理した。特に海外クラブの財務諸表については、ヨーロッパの会計会社と交渉し、サッ
カークラブの会計データを入手した。このデータ入手は日本で初めてのことであった。第二に、
J リーグが公開する資料等を用いてスポンサーを受けるクラブ組織の特徴を整理した。第三に、
スポンサー側／される側両方の契約担当者にインタビュー調査を実施した。インタビュー調査
では、仲介者となってくれる人脈を活用しラポールを形成するという工夫をし、Jクラブのエグ
ゼクティブ層にインタビュー調査を 10 件進めることができた。集めた量的データは、SPSS など
の統計ソフトを利用して統計的に分析した。またインタビューデータをはじめとする定性デー
タについては、MaxQDA などの定性データ分析ソフトによってコーディングした。 
 
 
４．研究成果 



  
 まず、ヨーロッパの会計会社からデータを購入した分析については、購入に際して守秘義務契
約を締結する必要があったため、公開が困難となってしまった。しかしこの分析から、Jクラブ
が長期的に同じ会社と契約をし続ける要因が、総資産回転率に表れている可能性が高いという
ことを特定した。以下、その総資産回転率を重要な要因として分析した結果を記載する。 
 
集計対象となった J クラブの約 9 割が、いわ

ゆる親会社を有しており、そこと胸スポンサー
シップの契約をしていた。また、これらのクラブ
の総資産回転率を分析すると、海外クラブの約 3
倍であった。これは、親会社の存在により営業効
率性が非常に高くなっていることを示唆してい
る。すなわち、親という関係性の強い企業と契約
交渉をすることで、少しの営業努力で大きな契
約金を獲得している、ということである。しかし
それは、国際的な成長性という観点でみれば必
ずしも十分とはいえないレベルの効率性であ
る。図 2は、Jクラブと海外クラブの成長性を比較したものである。具体的には、2005 年を基準
とした売上高の成長力を表している。Jクラブと海外クラブの差は、親会社の存在によって生じ
ている可能性がでてきた。 
 
 次に分析したのは、その親企業の影響力がど
の程度なのか、ということである。資産回転率が
相対的に高い J クラブと低い J クラブの、売上
高成長率を比較した（図 3）。その結果、総資産
回転率が高い企業ほど、売上高成長率が低いと
いう結論を得た。これは、親企業からの支援が大
きければ大きいほど、Jクラブの成長力を低減さ
せてしまう可能性があることを示唆するデータ
である。 
 
 なお、本研究ではインタビュー調査を実施し、
上記のような親企業からの影響を回避するマネ
ジメント方法についても調査したが、これについては守秘範囲を調整しているため、現在データ
を開示することができない。調整後に公開することとしたい。 
 
以上の分析結果は学術的には、これまで問題と認識されていなかったメゾ要因がスポンサー

シップ契約にあたえる影響を明らかにすること自体に意義があるとともに、その問題の解決方
法に光を当てたことでスポーツスポンサーシップ契約研究の視野を広げることにつながるもの
である。 
 
本研究の特色は、新制度主義の立場で、スポンサーシップ契約という経済活動のあり方を分析

する点であった。このようにスポンサーシップ契約を文化・社会的側面から分析する研究は、こ
れまでのスポーツスポンサーシップ研究では注目がされなかった。文化の違いによって経済活
動も異なり、その違いを考慮しないとその国での経済活動が立ち行かないという理解は、新制度
主義では一般的である。しかし、まだスポーツマネジメント領域は契約という経済活動に対して、
そうした文化・社会的な相違点を考慮するまで発展していない。こうした既存研究の間隙を、本
研究では日本特殊的事例を用いることで埋めることができた。 
 
本研究の議論は、実際にスポーツと企業との間の経済的関係は、必ずしも組織の内的な利害関

心だけでは説明できない、というものである。この議論がもたらす理論的貢献は、スポーツとビ
ジネスの間の経済的関係性の土台として、文化や歴史といった文脈の重要性を浮かび上がらせ
ることである。欧米の文脈を前提とした理論は日本のスポーツビジネスの現状を説明する上で
は限界があった。そこで、本研究において日本のスポーツビジネスの社会的土台の性質を明らか
にすることで、独自の文化を持つ社会におけるスポーツと企業との関係性を説明できる理論に
ついて、知見が深まった。実際に親企業との特殊な関係性を利用したスポンサーシップ契約が締
結されていた。しかしその関係性が深すぎるとクラブの成長性を弱めてしまう。本研究は、親会
社の影響によって成長性が低くなっている J クラブを、そうした影響から離れて成長性を向上
させる道を切り開くものとなった。 
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